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30by30

• 2030年までに陸域の30％、海
域の30％を保護地として保全 

• 現状-陸域20.5％、海域13.3％ 

• 陸域においてはさらに9.5％増 

• あと35,900km2増やす必要

COP15の新たな目標

= 岩手県 × 2 + 福岡県



国土交通省「国土の長期
展望」最終とりまとめ



国土交通省「国土の長期
展望」最終とりまとめ



2011年3月東日本大震災

宮城県気仙沼市

2016年4月熊本地震

熊本県南阿蘇

2019年10月台風19号 長野県上田市

2020年7月豪雨

熊本県球磨村

平均気温が2度上昇→降雨量1.1倍→平均流量1.2倍→洪水頻度2倍
平均気温が4度上昇→洪水頻度4倍



人口減少時代における気候変動適応としての生態系を活用した防災減災 
(Eco-DRR) の評価と社会実装（地球研プロジェクト代表者吉田丈人）

https://j-adres.chikyu.ac.jp/



洪水による浸水のハザード評価



ケース1:滋賀県における100年確率降雨　



ケース2:滋賀県における200年確率降雨　



ケース3:滋賀県における1000年確率降雨　





浸水災害安全度（床上浸水・安全人口割合）のシナリオ分析





防災減災と生物多様性保全のシナジー

山田由美 (2022) 洪水リスク軽減と生息地保全の共便益を考慮した氾濫原管理の研究. 慶應義塾大学大学院政策・メディア研究科博士学位論文



洪水リスクが高い場所で自然再生を
「洪水軽減と生息地保全の共便益を生む空間」の面積（単位は㎢）   全国計：465㎢



自然資本と社会関係資本に着目した地域循環共生圏の重層性構築に関する研究 
2019～2021年度環境研究総合推進費（研究代表者一ノ瀬友博）



阿蘇地域を水源とする６河川と人口



2050年の人口推計と増減



2050年の土地利用の将来予測



25.



自然資本の維持管理の担い手問題
草原管理主体の年齢とボランティアの拡充に対する要望との関係

佐々木・一ノ瀬 (2022) 環境社会学会研究より



集落コミュニティの重層性とその連携から生まれる社会関係資本のモデル
サブグループ2（代表者上野眞也）より



まとめ
新国際目標の実現に向けて

• 30by30の実現に向けてはOECMが鍵となる 

• 人口が減少する日本においては空間の確保は容易かもしれない 

• 気候変動に伴い災害リスクが増大するためNbSに取り組む必要 

• 防災減災と生物多様性保全は親和性が高い 

• OECMには明確な管理主体とモニタリングが必要 

• OECMの戦略的な認定と担い手の支援が求められる




